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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期

会計期間

自平成23年
８月１日
至平成24年
１月31日

自平成24年
８月１日

至平成25年
１月31日

自平成25年
８月１日
至平成26年
１月31日

自平成23年
８月１日
至平成24年
７月31日

自平成24年
８月１日
至平成25年
７月31日

売上高（千円） 567,014 471,346 464,837 1,047,204 946,372

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△36,978 △12,693 133,157 △123,259 △65,848

中間純利益又は中間（当期）

純損失（△）（千円）
△42,897 △159,435 184,080 △233,377 △280,825

中間包括利益又は包括利益

（千円）
△130,942 66,042 198,113 △398,247 10,226

純資産額（千円） 3,293,429 3,097,718 3,217,488 3,026,125 3,019,375

総資産額（千円） 3,418,722 3,278,515 3,351,008 3,224,957 3,218,854

１株当たり純資産額（円） 20.78 19.55 20.30 19.10 19.05

１株当たり中間純利益又は１

株当たり中間（当期）純損失

（△）（円）

△0.27 △1.01 1.16 △1.47 △1.77

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 96.3 94.5 96.0 93.8 93.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
111,455 △16,820 △14,358 111,471 △61,689

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△52,054 △31,649 181,035 △167,855 317,245

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△703 77 － △703 －

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円）
681,248 518,673 1,023,456 565,569 840,868

従業員数（人）

［外、平均臨時雇用者数］

17

[51]

19

[55]

26

[59]

17

[52]

23

[53]

（注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第62期中、第63期中、第62期、第63期は、１株当たり中

間（当期）純損失が計上されており、第64期中は潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期

会計期間

自平成23年
８月１日
至平成24年
１月31日

自平成24年
８月１日
至平成25年
１月31日

自平成25年
８月１日
至平成26年
１月31日

自平成23年
８月１日
至平成24年
７月31日

自平成24年
８月１日
至平成25年
７月31日

売上高（千円） 572,595 470,173 421,918 1,050,439 899,659

経常利益又は経常損失

（△）（千円）
△34,444 △38,497 148,590 △92,929 △92,094

中間純利益又は中間（当

期）純損失（△）（千円）
△40,363 △185,240 199,513 △203,047 △307,070

資本金（千円） 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

発行済株式総数（株） 158,470,071 158,470,071 158,470,071 158,470,071 158,470,071

純資産額（千円） 3,311,959 3,103,526 3,260,816 3,071,749 3,047,270

総資産額（千円） 3,415,020 3,258,491 3,354,602 3,246,551 3,213,228

１株当たり純資産額（円） 20.90 19.58 20.58 19.38 19.23

１株当たり中間純利益又は

１株当たり中間（当期）純

損失

（△）（円）

△0.25 △1.17 1.26 △1.28 △1.94

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） 97.0 95.2 97.2 94.6 94.8

従業員数（人）

［外、平均臨時雇用者数］

17

[51]

19

[55]

20

[59]

17

[52]

18

[52]

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第62期中、第63期中、第62期、第63期は、１株当たり中

間（当期）純損失が計上されており、第64期中は潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成26年１月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

衣料事業 13 [ 9]

飲食事業 8 [48]

その他事業 2 [－]

全社（共通） 3 [ 2]

合計 26 [59]

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。なお、その数は１人当たり１日８時間換算により算出しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３．不動産事業及び投資事業は専属の従業員がいないため記載しておりません。　

　

(2）提出会社の状況

　 平成26年１月31日現在

従業員数（人） 20 [59]

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。なお、その数は１人当たり１日８時間換算により算出しております。

　

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、政府や日銀による経済政策や金融緩和政策等により、株価の上昇や

円安が進み、海外景気の不安要素があったものの、緩やかな回復傾向で推移しました。

このような環境のなか当社グループは、紳士服等衣料事業、焼肉店及びコンビニエンスストア経営の飲食事業を

はじめ不動産事業ならびにその他事業に取り組んでまいりました。

①　衣料事業

　衣料事業に関しましては、依然として消費者の節約志向は続いており、購買意欲は厳しい状態で推移いたしま

した。こうしたなか、当中間連結会計期間は子会社の卸販売の増加に伴い増収となりましたが、経費の増加によ

り営業損益は減少しました。

この結果、売上高は173百万円（前年同期比15.0％増）、営業損失は４百万円（前年同期営業利益11百万円）

となりました。

②　飲食事業

飲食事業に関しましては、政府の経済政策による円高是正の進行により、輸入品価額等が上昇傾向にあり原価

率高騰の要因となっており業界を取り巻く環境は厳しい状況が続いております。こうしたなか、当中間連結会計

期間には１店舗を閉店し、効率的な運営に注力してまいりました。

この結果、飲食事業の売上高は238百万円（前年同期比1.1％減）、営業利益は16百万円（前年同期比114.7％

増）となりました。

③　不動産事業

不動産事業に関しましては、住宅ローン金利の低位安定、消費税率の引上げを見据えた駆け込み需要等を背景

に住宅市場は堅調に推移いたしました。こうしたなか、当中間連結会計期間は、販売用宅地の減少により販売高

は鈍化いたしました。

この結果、不動産事業の売上高は51百万円（前年同期比35.3％減）と減少しております。また、営業利益は５

百万円（前年同期比53.2％減）となりました。

④　その他事業

その他事業の内、投資事業に関しては保有する有価証券についても政府の経済対策や円安基調により、概ね順

調に推移しております。また、新しく始めたまつ毛エクステサロンの運営は、小規模でありますが順調に売上を

伸ばしております。

なお、前連結会計年度まで区分掲記しておりました投資事業は、重要性が少なくなったことからその他事業に

含めて記載しております。また、前年同期の数値についても同様に組替えて記載しております。　

この結果、当中間連結会計期間のその他事業の売上高は１百万円であり、営業損失は４百万円（前年同期営業

損失１百万円）となりました。

これらの結果、当中間連結会計期間の業績につきましては売上高464百万円（前年同期比1.4％減）と減少しま

した。営業損失は74百万円（前年同期営業損失65百万円）、経常利益は133百万円（前年同期経常損失12百万

円）と有価証券の運用損益が好調であったことから大幅に改善されております。なお、中間純利益は、特別利益

として貸倒引当金の戻入55百万円が発生したことにより184百万円（前年同期中間純損失159百万円）となりまし

た。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間

純利益の発生等により、前連結会計年度末に比べ182百万円増加し1,023百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は14百万円（前年同期は資金16百万円の使用）となりました。これは主に、税金等

調整前中間純利益188百万円、販売用不動産の減少額18百万円、有価証券運用益170百万円、貸倒引当金の減少額48

百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は181百万円（前年同期は資金31百万円の使用）となりました。これは主に、定期

預金の払戻による収入221百万円、敷金及び保証金の回収にによる収入59百万円、貸付による支出86百万円による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は－百万円（前年同期は資金０百万円の使用）となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、生産活動は行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(2）仕入実績

セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

衣料事業   

重衣料 8,151 94.9

中衣料 22,658 111.6

軽衣料 44,869 132.2

その他 28,577 120.1

小計 104,257 120.4

飲食事業 118,105 100.7

その他事業 983 －

合計 223,346 109.6

（注）１．金額は仕入価額によっております。

２．衣料事業の「重衣料」とは、スーツ、フォーマルスーツ（礼服）等であります。

「中衣料」とは、ジャケット（ブレザー）、パンツ、スラックス、ブルゾン（ジャンパー）等であります。

「軽衣料」とは、シャツ、ポロシャツ、カッターシャツ、ネクタイ等であります。

「その他」とは、レディースパンツ、スカート、雑貨、補正加工賃等であります。

３．飲食事業は、直営店舗における商品及び食材の仕入であります。

４．不動産事業は、当中間連結会計期間の仕入実績はありません。　

５．その他事業は、まつ毛エクステサロンで販売する商品の仕入であります。

６．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

①　セグメント別販売実績

セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

衣料事業   

重衣料 16,202 95.7

中衣料 34,622 102.7

軽衣料 76,571 125.6

その他 46,093 117.3

小計 173,490 115.0

飲食事業 238,121 98.9

不動産事業 51,590 64.7

その他事業 1,635 －

合計 464,837 98.6

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．衣料事業の「重衣料」とは、スーツ、フォーマルスーツ（礼服）等であります。

「中衣料」とは、ジャケット（ブレザー）、パンツ、スラックス、ブルゾン（ジャンパー）等であります。

「軽衣料」とは、シャツ、ポロシャツ、カッターシャツ、ネクタイ等であります。

「その他」とは、レディースパンツ、スカート、雑貨、補正加工賃等であります。

３．飲食事業は、直営店舗における売上であります。

４．不動産事業は、土地建物の賃貸料収入と土地の売上であります。

５．その他事業は、まつ毛エクステサロンの運営収入であります。

６．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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②　地域別販売実績

地域

当中間連結会計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

売上高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％） 中間期末店舗（店）

（衣料事業）     

高知県 79,576 17.1 91.9 4

香川県 27,200 5.9 80.9 1

愛媛県 25,191 5.4 82.1 1

東京都 41,522 8.9 － －

小計 173,490 37.3 115.0 6

（飲食事業） 　    

高知県 176,132 37.9 110.4 3

香川県 657 0.1 2.9 －

埼玉県 61,331 13.2　 105.6 1

小計 238,121 51.2 98.9 4

（不動産事業）     

高知県他 51,590 11.1 64.7 －

（その他事業） 　 　 　 　

高知県 1,635 0.4 － 1

合計 464,837 100.0 98.6 11

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社一や(E03212)

半期報告書

 9/55



３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　

４【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスク、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありませんが、継続企業の前提に重要な疑義を生じる事象又は状況が、引

続き存在しております。なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ

が判断したものであります。

　継続企業の前提に関する事項

当社グループは、長期間にわたり連続して当期純損失を計上しており、当中間連結会計期間においては中間純

利益が計上できたものの営業損益は赤字が続いております。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象又は状況が存在しております。

このため当社グループは、当該状況を解消し早期業績回復を目指すため、各事業の見直し及び経営戦略の改革

を次のとおり進めております。

衣料事業につきましては、店舗の効率的な運営を実施し、商品の回転効率等を上げたことにより前連結会計年

度は営業赤字脱却を図ることができましたが、当中間連結会計期間は子会社の収益悪化に伴い営業赤字を計上し

ております。このため、子会社の運営体制を見直し効率的な運営を実施し黒字化を確保できるよう目指してまい

ります。飲食事業は営業黒字を達成しておりますが、顧客サービスの更なる向上に努め、さらに一歩踏み込んだ

収益拡大を目指してまいります。不動産事業については、前連結会計年度まで好調でありましたが、販売用不動

産の在庫減少に伴い売上高、利益額ともに減少しております。今後は、新たな収益源の開発と賃貸物件の追加取

得等により、保有不動産の賃貸等による収益源も拡大し、安定的な収益を確保してまいります。また、その他事

業の内、投資事業につきましては、現在まで投資してきた資産についての資金回収を優先し、財務基盤を立直す

とともに、今後の投資につきましては、当社グループの体力にあった事業に限定していくことで追加投資の発生

を抑え、特別損失の発生要因となる事象を削減してまいります。新しく始めたまつ毛エクステサロンの運営は、

小規模であるため早期に事業を軌道に乗せ事業拡大を目指してまいります。

さらにグループの再編にも注力してまいり、グループ自体をスリム化することで本社管理コスト等の間接経費

を抑え赤字圧縮を図るとともに、拡大政策にも目を向け着実な事業運営ができるよう目指してまいります。

以上の施策により、グループの立直しを図り各事業の収益力を上げ、売上高の増加と経常利益の黒字化を目指

してまいりますが、計画が全て順調に推移するとは考えにくく、不測の事態も考えられることから、重要な不確

実性が存在しております。

　

５【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

　

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの中間連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成さ

れております。この中間連結財務諸表の作成にあたっては、必要な見積りを行っており、それらは資産・負債及び収

益・費用の計上金額に影響を与えております。これらの見積りについては、過去の実績や現状等を勘案し合理的に判

断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社グループの中間連結財務諸表において採用している会計方針は、「第５〔経理の状況〕１〔中間連結財務諸表

等〕(1)〔中間連結財務諸表〕〔注記事項〕（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載して

おりますが、特に有価証券及びたな卸資産の評価、貸倒引当金及び投資損失引当金の設定については、過去の実績等

に基づき合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、見積りと異なることがあり

ます。これらのことは中間連結財務諸表において重要な見積りの判断に影響を及ぼすものと考えております。

　

(2）財政状態の分析

①　流動資産

当中間連結会計期間末における流動資産は1,937百万円となり、前連結会計年度に比し400百万円増加いたしまし

た。

これは主に、有価証券の増加530百万円、預け金が104百万円減少、販売用不動産が18百万円減少したことにより

ます。

②　固定資産

当中間連結会計期間末における固定資産は1,413百万円となり、前連結会計年度に比し268百万円減少いたしまし

た。

これは主に、投資有価証券の減少310百万円等により投資その他の資産が284百万円減少したこと及び新規土地取

得等により有形固定資産が15百万円増加したことによります。

③　流動負債

当中間連結会計期間末における流動負債は115百万円となり、前連結会計年度に比し33百万円減少いたしまし

た。

これは主に、その他の流動負債の減少34百万円によります。

④　固定負債

当中間連結会計期間末における固定負債は17百万円となり前連結会計年度より32百万円減少いたしました。

これは主に、長期預り敷金の減少29百万円によります。

⑤　純資産

当中間連結会計期間末における純資産合計は3,217百万円となり、前連結会計年度に比し198百万円増加いたしま

した。

これは主に、中間純利益の発生により株主資本が184百万円増加したこと及びその他有価証券評価差額金の増加

によりその他の包括利益累計額が14百万円増加したことによります。

(3）経営成績の分析

①　売上高

当中間連結会計期間の売上高は464百万円となり、前中間連結会計期間と比較し６百万円減少しました。

これは主に、衣料事業は子会社の卸売上の増加により22百万円増加したものの、前中間連結会計期間好調に推移

した不動産事業の売上高が28百万円減少したことによります。

②　売上総利益

当中間連結会計期間の売上総利益は207百万円となり、前中間連結会計期間と比較し３百万円増加しました。

これは主に、衣料事業の売上高が伸びたことと、売上総利益率が1.3％増加したことによります。

③　営業損失

当中間連結会計期間の営業損失は74百万円となり、前中間連結会計期間と比較し９百万円損失額が悪化しまし

た。

これは主に、子会社の経費増加に伴い販売費及び一般管理費が281百万円と前年同期比4.7％増加したことにより

ます。
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④　経常利益

当中間連結会計期間の経常利益は133百万円となり、前中間連結会計期間と比較し145百万円利益額が改善してお

ります。

これは主に、営業外収益が当中間連結会計期間は有価証券運用益170百万円により大幅に増加し、前中間連結会

計期間に比べ153百万円増加したことによります。

⑤　中間純利益

当中間連結会計期間の中間純利益は184百万円となり、前中間連結会計期間の中間純損失159百万円から大幅に改

善しております。

これは主に、経常利益の増加に加え特別利益として貸倒引当金戻入額55百万円が発生したこと及び特別損失の発

生がなかったことにより改善されております。

　

(4）キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２〔事業の状況〕１〔業績等の概要〕(2）キャッシュ・フローの

状況」をご参照下さい。

　

(5）継続企業の前提に関する重要な事象等

「第２〔事業の状況〕４〔事業等のリスク〕」の「継続企業の前提に関する事項」に記載したとおり、当社グルー

プには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

このため当社グループは、当該状況を解消し早期業績回復を目指すため、各事業の見直し及び経営戦略の改革を次

のとおり進めております。

衣料事業につきましては、店舗の効率的な運営を実施し、商品の回転効率等を上げたことにより前連結会計年度

は営業赤字脱却を図ることができましたが、当中間連結会計期間は子会社の収益悪化に伴い営業赤字を計上してお

ります。このため、子会社の運営体制を見直し効率的な運営を実施し黒字化を確保できるよう目指してまいりま

す。飲食事業は営業黒字を達成しておりますが、顧客サービスの更なる向上に努め、さらに一歩踏み込んだ収益拡

大を目指してまいります。不動産事業については、前連結会計年度まで好調でありましたが、販売用不動産の在庫

減少に伴い売上高、利益額ともに減少しております。今後は、新たな収益源の開発と賃貸物件の追加取得等によ

り、保有不動産の賃貸等による収益源も拡大し、安定的な収益を確保してまいります。また、その他事業の内、投

資事業につきましては、現在まで投資してきた資産についての資金回収を優先し、財務基盤を立直すとともに、今

後の投資につきましては、当社グループの体力にあった事業に限定していくことで追加投資の発生を抑え、特別損

失の発生要因となる事象を削減してまいります。新しく始めたまつ毛エクステサロンの運営は、小規模であるため

早期に事業を軌道に乗せ事業拡大を目指してまいります。

さらにグループの再編にも注力してまいり、グループ自体をスリム化することで本社管理コスト等の間接経費を

抑え赤字圧縮を図るとともに、拡大政策にも目を向け着実な事業運営ができるよう目指してまいります。

以上の施策により、グループの立直しを図り各事業の収益力を上げ、売上高の増加と経常利益の黒字化を目指し

てまいります。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成26年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年４月18日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 158,470,071 158,470,071 非上場
単元株式数

100株　

計 158,470,071 158,470,071 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高(千円)

平成25年８月１日～

平成26年１月31日
－ 158,470,071 － 50,000 － 20,046
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（６）【大株主の状況】

　 平成26年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

山本真嗣 高知県高知市 66,574 42.01

株式会社サン・クロレラ
京都市下京区烏丸通五条下る大坂町

369番地
3,283 2.07

山本悠童 高知県高知市 3,065 1.93

谷川雄康 愛知県豊明市 3,000 1.89

秋元利規 東京都小平市 2,330 1.47

宮永恵子 京都市下京区 1,375 0.87

山本誠三 高知県高知市 1,000 0.63

鶴岡尚志 滋賀県大津市 783 0.49

徳田隆一 東京都中野区 660 0.42

水野哲郎 大阪府寝屋川市 504 0.32

計 － 82,576 52.10

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成26年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　158,386,000 1,583,860 －

単元未満株式 普通株式 81,871 － －

発行済株式総数  158,470,071 － －

総株主の議決権  － 1,583,860 －

　

②【自己株式等】

　 平成26年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社一や
高知県高知市帯屋町

１－10－18
2,200 － 2,200 0.00

計 － 2,200 － 2,200 0.00
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２【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

　　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】
１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号）に基づいて作成しております。

　

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成25年８月１日から平成26年１

月31日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成25年８月１日から平成26年１月31日まで）の中間財務諸表に

ついて、清和監査法人により中間監査を受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社一や(E03212)

半期報告書

17/55



１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年７月31日)

当中間連結会計期間
(平成26年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,062,701 1,023,456

受取手形及び売掛金 9,376 10,867

有価証券 － 530,516

たな卸資産 104,022 112,230

販売用不動産 139,013 120,396

短期貸付金 78,403 113,463

預け金 631,668 527,117

その他 40,751 28,591

貸倒引当金 △529,260 △529,260

流動資産合計 1,536,676 1,937,378

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 842,615 845,401

減価償却累計額 △628,672 △638,223

建物及び構築物（純額） 213,943 207,177

土地 783,354 793,081

その他 130,298 144,674

減価償却累計額 △97,128 △98,685

その他（純額） 33,169 45,988

有形固定資産合計 1,030,468 1,046,248

無形固定資産

その他 3,688 3,448

無形固定資産合計 3,688 3,448

投資その他の資産

投資有価証券 547,849 237,653

長期貸付金 936,483 980,068

敷金及び保証金 141,181 86,146

その他 33,629 22,396

貸倒引当金 △1,011,124 △962,332

投資その他の資産合計 648,020 363,932

固定資産合計 1,682,178 1,413,629

資産合計 3,218,854 3,351,008

EDINET提出書類

株式会社一や(E03212)

半期報告書

18/55



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年７月31日)

当中間連結会計期間
(平成26年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 21,507 27,258

短期借入金 92 92

未払法人税等 8,660 4,105

その他
※ 118,606 ※ 84,282

流動負債合計 148,867 115,738

固定負債

長期預り敷金 41,919 12,419

資産除去債務 4,955 4,995

その他 3,737 367

固定負債合計 50,612 17,781

負債合計 199,479 133,520

純資産の部

株主資本

資本金 50,000 50,000

資本剰余金 3,300,922 2,993,851

利益剰余金 △334,965 156,186

自己株式 △567 △567

株主資本合計 3,015,389 3,199,470

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,986 18,018

為替換算調整勘定 － －

その他の包括利益累計額合計 3,986 18,018

純資産合計 3,019,375 3,217,488

負債純資産合計 3,218,854 3,351,008
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】
【中間連結損益計算書】

（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

売上高 471,346 464,837

売上原価 267,378 257,787

売上総利益 203,968 207,049

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 16,395 18,752

役員報酬 22,200 22,200

給料及び手当 76,512 87,163

減価償却費 9,123 6,376

賃借料 25,489 26,846

支払手数料 16,812 17,902

その他 102,704 102,745

販売費及び一般管理費合計 269,237 281,987

営業損失（△） △65,268 △74,937

営業外収益

受取利息 4,438 7,450

有価証券運用益 － 170,374

持分法による投資利益 26,431 －

為替差益 19,324 22,624

その他 4,529 7,728

営業外収益合計 54,724 208,177

営業外費用

貸倒引当金繰入額 2,145 －

その他 3 82

営業外費用合計 2,148 82

経常利益又は経常損失（△） △12,693 133,157

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 55,000

投資損失引当金戻入額 107,666 －

特別利益合計 107,666 55,000

特別損失

固定資産除却損
※1 728 ※1 －

減損損失
※2 34,337 ※2 －

関係会社株式評価損 215,040 －

特別損失合計 250,107 －

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損
失（△）

△155,134 188,157

法人税、住民税及び事業税 4,330 4,105

法人税等調整額 △28 △28

法人税等合計 4,301 4,076

少数株主損益調整前中間純利益又は少数株主損益調
整前中間純損失（△）

△159,435 184,080

中間純利益又は中間純損失（△） △159,435 184,080
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【中間連結包括利益計算書】
（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

少数株主損益調整前中間純利益又は少数株主損益調
整前中間純損失（△）

△159,435 184,080

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 217,016 14,032

為替換算調整勘定 8,461 －

その他の包括利益合計 225,477 14,032

中間包括利益 66,042 198,113

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 66,042 198,113
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 50,000 50,000

当中間期末残高 50,000 50,000

資本剰余金

当期首残高 3,503,969 3,300,922

当中間期変動額

資本剰余金から利益剰余金への振替 △203,047 △307,070

当中間期変動額合計 △203,047 △307,070

当中間期末残高 3,300,922 2,993,851

利益剰余金

当期首残高 △240,210 △334,965

当中間期変動額

資本剰余金から利益剰余金への振替 203,047 307,070

中間純利益又は中間純損失（△） △159,435 184,080

持分法の適用範囲の変動 5,551 －

当中間期変動額合計 49,162 491,151

当中間期末残高 △191,047 156,186

自己株式

当期首残高 △567 △567

当中間期末残高 △567 △567

株主資本合計

当期首残高 3,313,190 3,015,389

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） △159,435 184,080

持分法の適用範囲の変動 5,551 －

当中間期変動額合計 △153,884 184,080

当中間期末残高 3,159,306 3,199,470

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △278,604 3,986

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

217,016 14,032

当中間期変動額合計 217,016 14,032

当中間期末残高 △61,587 18,018

為替換算調整勘定

当期首残高 △8,461 －

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

8,461 －

当中間期変動額合計 8,461 －

当中間期末残高 － －
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △287,065 3,986

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

225,477 14,032

当中間期変動額合計 225,477 14,032

当中間期末残高 △61,587 18,018

純資産合計

当期首残高 3,026,125 3,019,375

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） △159,435 184,080

持分法の適用範囲の変動 5,551 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

225,477 14,032

当中間期変動額合計 71,593 198,113

当中間期末残高 3,097,718 3,217,488
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間
純損失（△）

△155,134 188,157

減価償却費 14,334 11,496

減損損失 34,337 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14,037 △48,791

投資損失引当金の増減額（△は減少） △107,666 －

受取利息及び受取配当金 △5,204 △9,784

関係会社株式評価損 215,040 －

有価証券運用損益（△は益） － △170,374

為替差損益（△は益） △28,976 △26,209

持分法による投資損益（△は益） △26,431 －

有形固定資産除却損 728 －

売上債権の増減額（△は増加） △869 △1,490

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,580 △8,207

販売用不動産の増減額（△は増加） 32,307 18,617

前払費用の増減額（△は増加） 9,315 14,630

仕入債務の増減額（△は減少） 2,067 5,620

その他 △6,490 4,020

小計 △10,183 △22,315

利息及び配当金の受取額 1,613 16,616

法人税等の支払額 △8,250 △8,660

営業活動によるキャッシュ・フロー △16,820 △14,358

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 221,832

有価証券の取得による支出 △2,174 △2,574,260

有価証券の売却による収入 － 2,505,235

有形固定資産の取得による支出 △9,911 △26,805

無形固定資産の取得による支出 △906 －

敷金及び保証金の差入による支出 △28,250 △4,149

敷金及び保証金の回収による収入 3,111 59,185

貸付けによる支出 △958 △86,519

貸付金の回収による収入 1,208 11,459

預け金の回収による収入 57,527 146,545

預け金による支出 △51,295 △41,988

その他 － △29,500

投資活動によるキャッシュ・フロー △31,649 181,035

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 782 885

短期借入金の返済による支出 △705 △885

財務活動によるキャッシュ・フロー 77 －

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,496 15,911

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △46,895 182,588

現金及び現金同等物の期首残高 565,569 840,868

現金及び現金同等物の中間期末残高
※ 518,673 ※ 1,023,456

EDINET提出書類

株式会社一や(E03212)

半期報告書

24/55



【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当中間連結会計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

当社グループは、長期間にわたり連続して当期純損失を計上しており、当中間連結会計期間においては中間純利益

が計上できたものの営業損益は赤字が続いております。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な事象又は状況が存在しております。

このため当社グループは、当該状況を解消し早期業績回復を目指すため、各事業の見直し及び経営戦略の改革を次

のとおり進めております。

衣料事業につきましては、店舗の効率的な運営を実施し、商品の回転効率等を上げたことにより前連結会計年度は

営業赤字脱却を図ることができましたが、当中間連結会計期間は子会社の収益悪化に伴い営業赤字を計上しておりま

す。このため、子会社の運営体制を見直し効率的な運営を実施し黒字化を確保できるよう目指してまいります。飲食

事業は営業黒字を達成しておりますが、顧客サービスの更なる向上に努め、さらに一歩踏み込んだ収益拡大を目指し

てまいります。不動産事業については、前連結会計年度まで好調でありましたが、販売用不動産の在庫減少に伴い売

上高、利益額ともに減少しております。今後は、新たな収益源の開発と賃貸物件の追加取得等により、保有不動産の

賃貸等による収益源も拡大し、安定的な収益を確保してまいります。また、その他事業の内、投資事業につきまして

は、現在まで投資してきた資産についての資金回収を優先し、財務基盤を立直すとともに、今後の投資につきまして

は、当社グループの体力にあった事業に限定していくことで追加投資の発生を抑え、特別損失の発生要因となる事象

を削減してまいります。新しく始めたまつ毛エクステサロンの運営は、小規模であるため早期に事業を軌道に乗せ事

業拡大を目指してまいります。

さらにグループの再編にも注力してまいり、グループ自体をスリム化することで本社管理コスト等の間接経費を抑

え赤字圧縮を図るとともに、拡大政策にも目を向け着実な事業運営ができるよう目指してまいります。

以上の施策により、グループの立直しを図り各事業の収益力を上げ、売上高の増加と経常利益の黒字化を目指して

まいりますが、計画が全て順調に推移するとは考えにくく、不測の事態も考えられることから、重要な不確実性が存

在しております。

中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を中間連結財務諸表に

は反映しておりません。

　

　

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

項目
当中間連結会計期間

（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社等の数　　２社

主要な連結子会社等の名称

葵投資パートナーズ匿名組合

㈱ギャンブルライフ　

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

㈱街援隊

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項 (1）持分法適用の関連会社数　　０社

(2）ストラテジックワン㈱は、重要性が少ないため持分法の適用範囲から除いて

おります。

(3）持分法を適用していない非連結子会社㈱街援隊は、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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項目
当中間連結会計期間

（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社のうち、㈱ギャンブルライフの中間決算日は10月31日であります。

中間連結財務諸表の作成に当たっては、中間決算日現在の財務諸表を使用してお

ります。ただし、中間連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。　

４．会計処理基準に関する事項 　

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①　有価証券

売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）　

　 関連会社株式

総平均法による原価法　

　 その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は総平均法により算定）　

　 時価のないもの

総平均法による原価法

　 ②　たな卸資産

商品については、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によっております。なお、一部の商品に

ついては売価還元法によっております。

原材料及び貯蔵品については、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっておりま

す。

販売用不動産については個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①　有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）

については、定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

　建物及び構築物　　３～50年

　 ②　無形固定資産

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。

　 ③　長期前払費用

定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計

上しております。

(5）中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資を資金としております。

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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（中間連結貸借対照表関係）

※  消費税等の表示方法

前連結会計年度
（平成25年７月31日）

当中間連結会計期間
（平成26年１月31日）

─────
仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。

  　

（中間連結損益計算書関係）

※１  固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

  
前中間連結会計期間

（自  平成24年８月１日
至  平成25年１月31日）

当中間連結会計期間
（自  平成25年８月１日
至  平成26年１月31日）

建物 728千円 －千円

　

※２  減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前中間連結会計期間（自　平成24年８月１日　至　平成25年１月31日）

場所 用途 種類 減損損失（千円）

埼玉県越谷市他 飲食事業 有形固定資産 25,806

高知県高知市 不動産事業 有形固定資産 7,057

高知県高知市 本社共通 有形固定資産 1,472

当社グループは、建物及び土地については事業部単位の店舗毎で資産のグルーピングを行い、それ以外の資

産については損益管理を合理的に行える事業単位で資産のグルーピングを行っております。その結果、グルー

ピングの単位である上記の資産グループについて、営業活動から生じた損益の継続的なマイナス、または、市

場価格の著しい下落が認められたため、当該資産グループに係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額34,337千円を減損損失として特別損失に計上しました。その内訳は次のとおりであります。

建物 18,814千円

土地 7,200千円

その他有形固定資産 8,323千円

　合計 34,337千円

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物及び土地については固定

資産税評価額、その他有形固定資産については正味売却予想額に基づいて評価しております。

　

当中間連結会計期間（自　平成25年８月１日　至　平成26年１月31日）

　該当事項はありません。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自平成24年８月１日　至平成25年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 158,470,071 － － 158,470,071

合計 158,470,071 － － 158,470,071

自己株式     

普通株式 2,218 － － 2,218

合計 2,218 － － 2,218

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

　該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 158,470,071 － － 158,470,071

合計 158,470,071 － － 158,470,071

自己株式     

普通株式 2,218 － － 2,218

合計 2,218 － － 2,218

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

　該当事項はありません。

　　

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

  
前中間連結会計期間

（自　平成24年８月１日
至　平成25年１月31日）　

当中間連結会計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）　

現金及び預金勘定 949,408千円 1,023,456千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △430,734千円 －千円

現金及び現金同等物 518,673千円 1,023,456千円
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（リース取引関係）

該当事項はありません。　

 

（金融商品関係）

前連結会計年度（平成25年７月31日）

金融商品の時価等に関する事項

平成25年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含まれておりません（（注）２参照）。

　
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,062,701 1,062,701 －

(2）受取手形及び売掛金 9,376 9,376 －

(3）預け金 631,668 　 　

貸倒引当金 △500,000 　 　

　 131,668 131,668 －

(4）短期貸付金 78,403 　 　

貸倒引当金 △29,000 　 　

　 49,403 49,403 －

(5）長期貸付金 936,483 　 　

貸倒引当金 △936,483 　 　

　 － － －

(6）投資有価証券 487,247 487,247 －

資産計 1,740,396 1,740,396 －

(1）支払手形及び買掛金 21,507 21,507 －

(2）短期借入金 92 92 －

負債計 21,600 21,600 －

（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（資産）

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3）預け金、(4）短期貸付金、(5）長期貸付金

取引先別に信用リスクを把握することは困難であることから、合理的な基準に基づいて貸倒見積額を

算定しており、時価は連結決算日における貸借対照表価額から貸倒見積額を控除した金額に近似してい

ることから当該価額を時価としております。

(6）投資有価証券

これらの時価については、上場株式は取引所の価格によっております。

（負債）

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。
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２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）非上場株式　　　　　　　※１ 686

(2）関連会社株式　　　　　　※１ 59,915

(3）敷金及び保証金　　　　　※２ 141,181

(4）長期預り敷金　　　　　　※３ 41,919

※１．非上場株式及び関連会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(6）投資有価証券」には含めて

おりません。

※２．賃貸期間の延長可能な契約に係る敷金及び保証金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等が

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には

含めておりません。

※３．延長可能な契約に係る長期預り敷金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には含めておりま

せん。

　

当中間連結会計期間（平成26年１月31日）

金融商品の時価等に関する事項

平成26年１月31日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含まれておりません（（注）２参照）。

　
中間連結貸借対照表計上

額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,023,456　 1,023,456　 －

(2）受取手形及び売掛金 10,867　 10,867　 －

(3）預け金 527,117　 　 　

貸倒引当金 △500,000　 　 　

　 27,117　 27,117　 －

(4）短期貸付金 113,463　 　 　

貸倒引当金 △29,000　 　 　

　 84,463　 84,463　 －

(5）長期貸付金 980,068　 　 　

貸倒引当金 △940,068　 　 　

　 40,000 40,000 －

(6）有価証券及び投資有価

証券
565,246　 565,246　 －

資産計 1,751,151　 1,751,151　 －

(1）支払手形及び買掛金 27,258　 27,258　 －

(2）短期借入金 92　 92　 －

負債計 27,350　 27,350　 －
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（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（資産）

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3）預け金、(4）短期貸付金、(5）長期貸付金

取引先別に信用リスクを把握することは困難であることから、合理的な基準に基づいて貸倒見積額を

算定しており、時価は中間連結決算日における中間貸借対照表価額から貸倒見積額を控除した金額に近

似していることから当該価額を時価としております。

(6）有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、上場株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証

券に関する事項については注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

（負債）

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

　

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円）

(1）非上場株式　　　　　　　※１ 686　

(2）非上場転換社債　　　　　※１ 132,532　

(3）関連会社株式　　　　　　※１ 59,915　

(4）敷金及び保証金　　　　　※２ 86,146　

(5）長期預り敷金　　　　　　※３ 12,419　

※１．非上場株式、非上場転換社債及び関連会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積もること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(6）投資有価

証券」には含めておりません。

※２．賃貸期間の延長可能な契約に係る敷金及び保証金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等が

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には

含めておりません。

※３．延長可能な契約に係る長期預り敷金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には含めておりま

せん。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成25年７月31日）

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの
株式 145,343 90,984 54,358

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの
株式 341,904 389,009 △47,105

合計 487,247 479,994 7,253

（注）１．非上場株式（連結貸借対照表計上額686千円）、非上場外国債券（連結貸借対照表計上額1,008,000千円）に

ついては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

２．当連結会計年度において、投資有価証券について40,350千円減損処理を行いました。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。

　

当中間連結会計期間末（平成26年１月31日）

１．その他有価証券

　 種類
中間連結貸借対照表
計上額（千円）　

取得原価（千円） 差額（千円）

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるもの
株式 44,519 26,500 18,018

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えないもの
株式 － － －

合計 44,519 26,500 18,018

（注）　非上場株式（中間連結貸借対照表計上額686千円）、非上場外国債券（中間連結貸借対照表計上額132,532千

円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他

有価証券」には含めておりません。

　

２．保有目的の変更

当中間連結会計期間において、従来その他有価証券で保有していた株式を売買目的有価証券に変更してお

ります（中間連結貸借対照表計上額530,516千円）。これは今後株式の売買が継続して見込まれることから

変更したものであります。この結果、投資有価証券が530,516千円減少し、その他有価証券評価差額金が

88,405千円減少しております。
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（デリバティブ取引関係）

　当社グループはデリバティブ取引は行っておりませんので、該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

　当社グループはストック・オプションを実施してないため、該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自平成24年８月１日　至平成25年７月31日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　当該資産除去債務の総額の増減

　

期首残高 4,876千円

時の経過による調整額 78千円

期末残高 4,955千円

　

当中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）　

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表に計上しているもの

　当該資産除去債務の総額の増減

　

期首残高 4,955千円

時の経過による調整額 40千円

中間期末残高 4,995千円

　

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に、前連結会計年度の末日に比して

著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1）当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品及びサービスの種類別のセグメントで構成されており、衣料事業、飲食事業及び不動産事業の３

つを報告セグメントとしております。

衣料事業は、主に紳士服等衣料品の販売を行っております。飲食事業は焼肉店及びコンビニエンスストアの経

営を行っております。不動産事業は、不動産の賃貸及び販売を行っております。

(2）報告セグメントの変更等に関する事項　

前連結会計年度において、セグメント情報におけるセグメント区分は、「衣料事業」「飲食事業」「不動産事

業」及び「投資事業」に区分しておりましたが、「投資事業」は金額的重要性が乏しくなったため、当中間連結

会計期間から報告セグメントに含めず、「その他」に含めて記載することといたしました。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、当中間連結会計期間において用いた報告セグメントの区分に

組み替えて作成しております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前中間連結会計期間（自平成24年８月１日　至平成25年１月31日）

（単位：千円）　

　
報告セグメント その他

（注）１　

調整額

（注）２

中間連結財務

諸表計上額

（注）２衣料事業 飲食事業 不動産事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 150,888 240,672 79,786 471,346 － － 471,346

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 150,888 240,672 79,786 471,346 － － 471,346

セグメント利益又は

損失（△）
11,743 7,769 12,319 31,832 △1,800 △95,301 △65,268

セグメント資産 418,840 556,616 701,151 1,676,608 625,808 976,098 3,278,515

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 2,076 5,850 5,400 13,327 － 1,007 14,334

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
700 3,165 － 3,865 － 1,589 5,454

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業を行っております。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失（△）の調整額△95,301千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であり、全社費用は主に提出会社の本社管理部門に係る費用であります。

(2）セグメント資産の調整額976,098千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、全社資

産は主に各セグメントに帰属しない、提出会社の本社管理部門で管理する資産であります。

(3）減価償却費の調整額1,007千円は、各報告セグメントに配分していない全社減価償却費であり、全社減

価償却費は主に提出会社の本社管理部門に係る減価償却費であります。
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(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,589千円は、各報告セグメントに配分していない全

社有形固定資産及び無形固定資産の増加額であり、全社有形固定資産及び無形固定資産の増加額は主に

各セグメントに帰属しない、提出会社の本社管理部門で管理する有形固定資産及び無形固定資産の増加

額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

当中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

　（単位：千円）　

　
　報告セグメント その他

（注）１　

調整額

（注）２

中間連結財務

諸表計上額

（注）２衣料事業 飲食事業 不動産事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 173,490 238,121 51,590 463,202 1,635 － 464,837

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 173,490 238,121 51,590 463,202 1,635 － 464,837

セグメント利益又は

損失（△）
△4,045 16,680 5,769 18,405 △4,066 △89,276 △74,937

セグメント資産 429,623 398,614 620,745 1,448,983 53,506 1,848,519 3,351,008

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 2,044 2,721 5,424 10,191 － 1,305 11,496

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
759 － 9,987 10,746 － 1,954 12,700

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業及びまつ毛エクステサ

ロンの運営を行っております。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失（△）の調整額△89,276千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であり、全社費用は主に提出会社の本社管理部門に係る費用であります。

(2）セグメント資産の調整額1,848,519千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、全社

資産は主に各セグメントに帰属しない、提出会社の本社管理部門で管理する資産であります。

(3）減価償却費の調整額1,305千円は、各報告セグメントに配分していない全社減価償却費であり、全社減

価償却費は主に提出会社の本社管理部門に係る減価償却費であります。

(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,954千円は、各報告セグメントに配分していない全

社有形固定資産及び無形固定資産の増加額であり、全社有形固定資産及び無形固定資産の増加額は主に

各セグメントに帰属しない、提出会社の本社管理部門で管理する有形固定資産及び無形固定資産の増加

額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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【関連情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自平成24年８月１日　至平成25年１月31日）　

１．製品及びサービスごとの情報

「セグメント情報」３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関

する情報に記載したとおりであります。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

　

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額が90％を超える

ため、記載を省略しております。

　　

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載

はありません。

　

Ⅱ　当中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）　

１．製品及びサービスごとの情報

「セグメント情報」３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関

する情報に記載したとおりであります。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

　

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額が90％を超える

ため、記載を省略しております。

　　

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち連中間結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載

はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自平成24年８月１日　至平成25年１月31日）

（単位：千円）　

　 衣料事業 飲食事業 不動産事業 投資事業 全社・消去 合計

減損損失 － 25,806 7,057 － 1,472 34,337

　

当中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

　該当事項はありません。　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間（自平成24年８月１日　至平成25年１月31日）

　該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

　該当事項はありません。

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間（自平成24年８月１日　至平成25年１月31日）

　該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成25年７月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年１月31日）

１株当たり純資産額 19.05円 20.30円

　

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び算定の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間連結会計期間

（自　平成24年８月１日
至　平成25年１月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり純損失

金額（△）
△1.01円 1.16円

（算定上の基礎） 　 　

中間純利益金額又は中間純損失金額（△）

（千円）
△159,435 184,080

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益金額又は中間純損失

金額（△）（千円）
△159,435 184,080

普通株式の期中平均株式数（千株） 158,467 158,467

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、前中間連結会計期間は中間純損失が計上されているため、

当中間連結会計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　

（２）【その他】

該当事項はありません。　
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年７月31日)

当中間会計期間
(平成26年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,047,854 1,001,025

売掛金 5,249 7,852

有価証券 － 530,516

たな卸資産 83,773 81,852

販売用不動産 139,013 120,396

短期貸付金 80,816 133,912

その他 165,794 57,952

貸倒引当金 △29,260 △29,260

流動資産合計 1,493,241 1,904,247

固定資産

有形固定資産

建物（純額）
※1 209,062 ※1 202,874

土地 783,354 793,081

その他（純額）
※1 38,014 ※1 50,256

有形固定資産合計 1,030,432 1,046,212

無形固定資産 813 723

投資その他の資産

投資有価証券 487,933 177,738

関係会社株式 77,915 77,915

その他の関係会社有価証券 490,380 490,380

長期貸付金 959,203 1,001,554

敷金及び保証金 141,181 86,146

その他 33,629 22,396

投資損失引当金 △490,380 △490,380

貸倒引当金 △1,011,124 △962,332

投資その他の資産合計 688,740 403,419

固定資産合計 1,719,987 1,450,355

資産合計 3,213,228 3,354,602
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年７月31日)

当中間会計期間
(平成26年１月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 19,498 21,304

未払金 68,028 28,817

未払法人税等 8,660 4,105

その他
※2 19,159 ※2 21,777

流動負債合計 115,346 76,004

固定負債

長期預り敷金 41,919 12,419

繰延税金負債 3,484 190

資産除去債務 4,955 4,995

その他 253 177

固定負債合計 50,612 17,781

負債合計 165,958 93,786

純資産の部

株主資本

資本金 50,000 50,000

資本剰余金

資本準備金 20,046 20,046

その他資本剰余金 3,280,875 2,973,804

資本剰余金合計 3,300,922 2,993,851

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △307,070 199,513

利益剰余金合計 △307,070 199,513

自己株式 △567 △567

株主資本合計 3,043,283 3,242,797

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,986 18,018

評価・換算差額等合計 3,986 18,018

純資産合計 3,047,270 3,260,816

負債純資産合計 3,213,228 3,354,602
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

当中間会計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

売上高 470,173 421,918

売上原価 267,378 236,593

売上総利益 202,795 185,324

販売費及び一般管理費 267,437 245,749

営業損失（△） △64,641 △60,425

営業外収益
※1 28,292 ※1 209,089

営業外費用
※2 2,148 ※2 73

経常利益又は経常損失（△） △38,497 148,590

特別利益
※3 107,666 ※3 55,000

特別損失
※４ ※６ 250,107 ※４ ※６ －

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △180,938 203,590

法人税、住民税及び事業税 4,330 4,105

法人税等調整額 △28 △28

法人税等合計 4,301 4,076

中間純利益又は中間純損失（△） △185,240 199,513
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

当中間会計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 50,000 50,000

当中間期末残高 50,000 50,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 20,046 20,046

当中間期末残高 20,046 20,046

その他資本剰余金

当期首残高 3,483,922 3,280,875

当中間期変動額

その他資本剰余金からその他利益剰余
金への振替

△203,047 △307,070

当中間期変動額合計 △203,047 △307,070

当中間期末残高 3,280,875 2,973,804

資本剰余金合計

当期首残高 3,503,969 3,300,922

当中間期変動額

その他資本剰余金からその他利益剰余
金への振替

△203,047 △307,070

当中間期変動額合計 △203,047 △307,070

当中間期末残高 3,300,922 2,993,851

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △203,047 △307,070

当中間期変動額

その他資本剰余金からその他利益剰
余金への振替

203,047 307,070

中間純利益又は中間純損失（△） △185,240 199,513

当中間期変動額合計 17,806 506,584

当中間期末残高 △185,240 199,513

利益剰余金合計

当期首残高 △203,047 △307,070

当中間期変動額

その他資本剰余金からその他利益剰余
金への振替

203,047 307,070

中間純利益又は中間純損失（△） △185,240 199,513

当中間期変動額合計 17,806 506,584

当中間期末残高 △185,240 199,513

自己株式

当期首残高 △567 △567

当中間期末残高 △567 △567
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成25年１月31日)

当中間会計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

株主資本合計

当期首残高 3,350,354 3,043,283

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） △185,240 199,513

当中間期変動額合計 △185,240 199,513

当中間期末残高 3,165,114 3,242,797

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △278,604 3,986

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

217,016 14,032

当中間期変動額合計 217,016 14,032

当中間期末残高 △61,587 18,018

評価・換算差額等合計

当期首残高 △278,604 3,986

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

217,016 14,032

当中間期変動額合計 217,016 14,032

当中間期末残高 △61,587 18,018

純資産合計

当期首残高 3,071,749 3,047,270

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） △185,240 199,513

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

217,016 14,032

当中間期変動額合計 31,776 213,546

当中間期末残高 3,103,526 3,260,816
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当中間会計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

当社は、長期間にわたり連続して当期純損失を計上しており、当中間会計期間においては中間純利益が計上できた

ものの営業損益は赤字が続いております。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しております。

このため当社は、当該状況を解消し早期業績回復を目指すため、各事業の見直し及び経営戦略の改革を次のとおり

進めております。

衣料事業につきましては、店舗の効率的な運営を実施し、商品の回転効率等を上げたことにより前事業年度は営業

赤字脱却を図ることができましたが、当中間会計期間は子会社の収益悪化に伴い営業赤字を計上しております。この

ため、子会社の運営体制を見直し効率的な運営を実施し黒字化を確保できるよう目指してまいります。飲食事業は営

業黒字を達成しておりますが、顧客サービスの更なる向上に努め、さらに一歩踏み込んだ収益拡大を目指してまいり

ます。不動産事業については、前事業年度まで好調でありましたが、販売用不動産の在庫減少に伴い売上高、利益額

ともに減少しております。今後は、新たな収益源の開発と賃貸物件の追加取得等により、保有不動産の賃貸等による

収益源も拡大し、安定的な収益を確保してまいります。また、その他事業の内、投資事業につきましては、現在まで

投資してきた資産についての資金回収を優先し、財務基盤を立直すとともに、今後の投資につきましては、当社の体

力にあった事業に限定していくことで追加投資の発生を抑え、特別損失の発生要因となる事象を削減してまいりま

す。新しく始めたまつ毛エクステサロンの運営は、小規模であるため早期に事業を軌道に乗せ事業拡大を目指してま

いります。

さらにグループの再編にも注力してまいり、グループ自体をスリム化することで本社管理コスト等の間接経費を抑

え赤字圧縮を図るとともに、拡大政策にも目を向け着実な事業運営ができるよう目指してまいります。

以上の施策により、グループの立直しを図り各事業の収益力を上げ、売上高の増加と経常利益の黒字化を目指して

まいりますが、計画が全て順調に推移するとは考えにくく、不測の事態も考えられることから、重要な不確実性が存

在しております。

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を中間財務諸表には反映し

ておりません。
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（重要な会計方針）

項目
当中間会計期間

（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法 (1）有価証券

売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）

 子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

 その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は総平均法により算定）

 時価のないもの

総平均法による原価法

 (2）たな卸資産

商品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）、なお、一部商品については売価還元法　

 店舗食材

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

 販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。

なお、耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　 ３～50年　

 (2）無形固定資産

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。　

 (3）長期前払費用

定額法　

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。　

 (2）投資損失引当金

投資先の財政状況、資産状況の悪化に伴う損失発生に備えるため、損失負担

見込額を計上しております。　

４．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。　
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（中間貸借対照表関係）

※１  有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
（平成25年７月31日）

当中間会計期間
（平成26年１月31日）

725,208千円 736,317千円

  

※２  消費税等の表示方法

前事業年度
（平成25年７月31日）

当中間会計期間
（平成26年１月31日）

─────
仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。

  　

（中間損益計算書関係）

※１  営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
前中間会計期間

（自  平成24年８月１日
至  平成25年１月31日）

当中間会計期間
（自  平成25年８月１日
至  平成26年１月31日）

受取利息 4,438千円 7,923千円

為替差益 19,324千円 22,624千円

有価証券運用益 －千円 170,374千円

  

※２  営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
前中間会計期間

（自  平成24年８月１日
至  平成25年１月31日）　

当中間会計期間
（自  平成25年８月１日
至  平成26年１月31日）　

貸倒引当金繰入額 2,145千円 －千円

  

※３  特別利益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
前中間会計期間

（自  平成24年８月１日
至  平成25年１月31日）　

当中間会計期間
（自  平成25年８月１日
至  平成26年１月31日）　

投資損失引当金戻入額 107,666千円 －千円

貸倒引当金戻入額 －千円 55,000千円

  

※４  特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
前中間会計期間

（自  平成24年８月１日
至  平成25年１月31日）　

当中間会計期間
（自  平成25年８月１日
至  平成26年１月31日）　

関係会社株式評価損 215,040千円 －千円

減損損失 34,337千円 －千円

固定資産除却損 728千円 －千円

  

５  減価償却実施額は次のとおりであります。

  
前中間会計期間

（自  平成24年８月１日
至  平成25年１月31日）　

当中間会計期間
（自  平成25年８月１日
至  平成26年１月31日）　

有形固定資産 14,128千円 11,109千円

無形固定資産 60千円 90千円
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※６  減損損失は次のとおりであります。

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。　

前中間会計期間（自　平成24年８月１日　至　平成25年１月31日）

場所 用途 種類 減損損失（千円）

埼玉県越谷市他 飲食事業 有形固定資産 25,806

高知県高知市 不動産事業 有形固定資産 7,057

高知県高知市 本社共通 有形固定資産 1,472

当社は、建物及び土地については事業部単位の店舗毎で資産のグルーピングを行い、それ以外の資産につい

ては損益管理を合理的に行える事業単位で資産のグルーピングを行っております。その結果、グルーピングの

単位である上記の資産グループについて、営業活動から生じた損益の継続的なマイナス、または、市場価格の

著しい下落が認められたため、当該資産グループに係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額34,337千円を減損損失として特別損失に計上しました。その内訳は次のとおりであります。

建物 18,814千円

土地 7,200千円

その他有形固定資産 8,323千円

　合計 34,337千円

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物及び土地については固定

資産税評価額、その他有形固定資産については正味売却予想額に基づいて評価しております。

　

当中間会計期間（自　平成25年８月１日　至　平成26年１月31日）

　該当事項はありません。　

　

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自平成24年８月１日　至平成25年１月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株）
当中間会計期間増加株
式数（株）

当中間会計期間減少株
式数（株）

当中間会計期間末株式
数（株）

普通株式 2,218 － － 2,218

合計 2,218 － － 2,218

　

当中間会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株）
当中間会計期間増加株
式数（株）

当中間会計期間減少株
式数（株）

当中間会計期間末株式
数（株）

普通株式 2,218 － － 2,218

合計 2,218 － － 2,218
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（リース取引関係）

　該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

前事業年度（平成25年７月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式18,000千円、その他の関係会社有価証券

490,380千円、関連会社株式59,915千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。なお、当事業年度において、関係会社株式について215,040千円減損処理

しております。

　

当中間会計期間（平成26年１月31日）

子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額　子会社株式18,000千円、その他の関係会社有価証券

490,380千円、関連会社株式59,915千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。

　

（資産除去債務関係）

前事業年度（自平成24年８月１日　至平成25年７月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　当該資産除去債務の総額の増減

　

期首残高 4,876千円

時の経過による調整額 78千円

期末残高 4,955千円

　

当中間会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）　

資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの

　当該資産除去債務の総額の増減

　

期首残高 4,955千円

時の経過による調整額 40千円

中間期末残高 4,995千円
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び算定の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間会計期間

（自　平成24年８月１日
至　平成25年１月31日）

当中間会計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損

失金額（△）
△1.17円 1.26円

（算定上の基礎） 　 　

中間純利益金額又は中間純損失金額（△）

（千円）
△185,240 199,513

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益金額又は中間純損失金

額（△）（千円）
△185,240 199,513

普通株式の期中平均株式数（千株） 158,467 158,467

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、前中間会計期間は中間純損失が計上されているため、当中

間会計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第63期）（自　平成24年８月１日　至　平成25年７月31日）平成25年10月30日四国財務局長に提出

(2）臨時報告書

平成25年10月４日四国財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

   平成26年４月11日  

株式会社一や     

 取締役会　御中     

 清　和　監　査　法　人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筧　　悦生　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 戸谷　英之　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社一やの平成25年８月１日から平成26年７月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成25年８月１日

から平成26年１月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

　

中間連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を

作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し

て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を

策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用

な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社一や及び連結子会社の平成26年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間(平成25年８月１日から平成26年１月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。
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強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失を計上しているため、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。中間連

結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されて

いない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が保管しております。

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

  平成26年４月11日  

株式会社一や    

 取締役会　御中    

 清　和　監　査　法　人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筧　　悦生　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 戸谷　英之　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社一やの平成25年８月１日から平成26年７月31日までの第64期事業年度の中間会計期間(平成25年８月１日か

ら平成26年１月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択

及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社一やの平成26年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成25年８月１日から平

成26年１月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
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強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失を計上しているため、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。中間財

務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社一や(E03212)

半期報告書

55/55


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	（１）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報


	（２）その他

	２中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	注記事項


	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

